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200S年9月2S日国民投票の結果

EU新 加盟10ヶ国とスイスの間の人の移動の

自由に関する国民投票

スイス国民は、はっきり 「賛成」 (S60/0)を表明

賛成56%(投 票率S38%)で 承認

州 レベルでは 賛 成19州 反 対7州 〈シュブ

ィッツ グ ラルス ウ リ ニ ー ドヴアルデン

オプヴァルデン テ イチノ ア ッベンツェール

インナーローデン)
ヤ今回の国民投票は  「任意の国民投票Jな

ので 結 得票欧の過半数で承認される (「 任

意の国民投票Jに ついては 4ベ ージ 「スイス

年活ここがわからないJを ご覧下さい)

はっき りした国民の 「賛成」の声

去る,月25日 今 年3回目の連邦 レベルの国民

掟票が行われた。6月に行われたシェラゲン協定

ダブリンltf定への参加の承認を岡う国民控票 (責

成546%)の 直後でもあり 結 果次第では こ
~EfC比 確的愉調に進められてきたEU酬

 ヽ横eと急!玖埠チ1を瞥程署勤!をア繰S卦3隼
きたときに 労 働条件の悪化や賃金の低下など

不安材料などがあり 今 日の国民投票を巡っては

賛成派 反 対派入り舌しれての議論が盛んに行わ

れてきた。
1999年に締fHIされたスイスとEU削 第1次包括

条約 (通称 「第1次バイラテラル協定J)で
EUttp7国 の出身ヤもスイス人も双方 Hlに自由
に移Ilし 成 労も可能 となる内容が含まれ

2000年の国民投票で67%の 賛成で は っきり承

認された。こうして EU(欧 州連合)の 当時
の加盟国15,国 とのは1では 人 の移動の自由が

既に段階的に姉まっている
ところが そ の後のEUの 拡大に伴い 第 1次

バイラテラル協定の時点てまだtm盟回でなかっ

た10ヶ国が 2005年 1月1日より新加盟回となり
この新加盟回10ヶ国 (キプロス チ ェコ エ ス

トニア ハ ンガリー ラ トビア リ トアニア
マルタ ポ ーランド ス ロバキア ス ロベニア)

との人の移動の自由に関しては 改 めて国民に

信を問うべきだというスイス民主党 (SD/DS)

や国民党 (ドイツ岳SでSVP フ ランス語 イ タ
リア言でUDC)の 一部のグループが レフェラ
ンドムをボめ 国 民投票が行われることになった

今年6月5日に行われた国民投票では 第 2次

EUス イス間包活条約の内  「 シェンゲシ協定

ダブリン協定 (法訪 警 察 移 仕 難 民亡命分

野の /fJ力への参加)の 項日が国民犯票に付され

コ市%で承認された (『グ'エツィ』第30号参照)

結果に影響はないが 州 レベルで1ま チ ューリ
ー ッ ととツーグを降くスイスの束半分の州で反対

が過半数だった。

今回の国民士票を6月5日のものと比較すると

賛成率は若千ながら増加し 明 確で安定した贅

成と言える工 州 レベルでも 反 対がわすかに

7州というrpr果になった点も大いに注目できる。

人の移動の自由のブロセス

E Uの新加盟10ヶ国の人の移動の自由が

国民投票で承認されたからと言って 明

日からすぐにEU新加盟日からスイスヘの

人の移動が突然起こるということにはな

らない 今 回の国民投票の内容を具体的
に見れば そ の点はよく分かる。

まず こ の国民投票での承認を受けて

スイス国会 そ してEU委員会 (議会)の 批准が

行われる そ の後 半 ければ 2 0 0 6年1月1日か

らこの協定が発効することになる。では 内 容

はどうか。

0■25回の国民投票の結果を解する各地の新n日

スイスのEU加 盟の見通 しは ?

第1次 第 2次EUス イス間包括条約が国民投票

で承認され い わゆるパイラテラル協定の踏親が

安定したかに見える 今 後スイスがEUこ 加盟す

るかどうかについては 政 府レベルでは 当 面凍
祐 との見方か強い。一方で 14Nサ|1連合側でも
EU憲 法栞が 昨 年フランス オ ランダで行われ

た国民投票で否決されるというPrl砦が起 こり

EU加 盟問題は し ばらくは政治の表舞台には登

場しない可能性が高い。
,月25日の国民投票の結果を受け そ の直後に

EU本 部を訪れたカルミー レ イ外神は フ ェレ

ッロ‐ヴァル ドナーFtx州連合対外担当相との会談
の中で 今 後 パ イラテラル協定をひとまとめに

した枠組み合意の展望をtrtべている
スイスにとって 最 大のパー トナーであるEU

との関係は 今 後も目が難せないだろう。

第1段階 :201年 までは ス イスにすでに居住

する人が医先され EU新 加盟国からのスイスヘ

の人口者の人数の枠が決められ 賃 金等の労働

条件の悪化を防ぐために JI前 のコントロール

を厳 しくし 時 査官を150人増加して強化を図

ることになっている。

第2段階 :2009年には EU(欧 州連合)の 加盟

国25ヶ国との人の移動の自由にPrSして こ のバ

イラテラル協定の合意を維持するかどうかの国

民投票が行われる

第3段PBZ:こうして 2011年 以降は 文 字通 り

人の移動の自由が実現することになるが 万 一

急激な人の移動が起こつたときには ス イス側

が2014年まで保護描置を取ることができる条項

がある。 (従来からのEU加盟15ヶ国に対しては

2007年時点で同様の自体が発生した場合 2014

年まで保護措置をIFRることができる)

スイスとEUとの関係をここで少し振り返っ

てみよう

1992年12月当時のEEA(欧 州経済領域)ヘ
の参入に関する国民投票て ほ んのわすか
03%の 怪差で否決され 当 時の ドゥラミュラ

経済相が  「晴黒の日「せ日Jと 評した。その後
スイス連邦政府にとって LH州 経済共同体 (

EEC) さ らに欧州連合 (EU)へのカロ盟問題は

政府にとって 三 要案件であると同時に 日
民の厳しい審+」を受けるものとなつてきた

1997年に行われたEU加盟を聞う国民投票では

73%の反対で否決されるという描スとなった。

以後 ス イス道邦政府は ス イスにとって

もっとも重要なパー トナーであるEUとの間で

個別に協tを 措んでいく政策 つ まりEUとの
Rlでバイラテラル協定を結ぶ政策へと路線を

変更していつた。こうして い ,9年 「通行の

白出J「 免状 テ ス ト基準などの相互認定J
「調査プロジェク トヘの自由参加J「 公ナ(プ
ロジェクト参加自由J「 農業J f人 の移動の

自由Jな どの7項日について 合 意に達した。
そ して こ の第1次バイラテラル協定が2000

年5月に国民投票に付され 67%と いう高い

支持率で承認されたのである

第1次バイラテラル協定の賛成が非竹に高
かったことを受けて 連 邦政府は 2001年 3

月再び EU加 盟を岡う国民投票を行ったが
このときは 1997年よりもさらに反対が多く

否決される結果となった (反対768%)
この段階で 連 IF政府は EU加 盟問題を当

而凍結 し 第 2次バイラテラル Zl定に集中す
ることにttlめ 2004年5月には 9項 日にわた
る協定が締給された。 (『グリエツィ』第26

号参照)
そして 今 年2065年6月に こ の第2次パイ

ラテラル協定の内のlIR日 「シェンダン協定
ダブリン協定 :法務 警 察 移 住 難 民亡命
分野の協力)へ の参加の項目が国民投票に付
され 56%と いう安定 した賛成で承認された
ことは 記 憶に新しい。 (『グリエツィ』第
30号参照)


